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現代資本主義における利潤の認識と測定
衽衲原理論と段階論からの検討

岩田佳久 東京経済大学

はじめに

自己増殖する価値の運動体である資本は，会計上

の規則を通して増殖が認識され測定される。会計は資

本による利潤獲得活動を把握するフィルターともいえる。

その際，資本の利潤獲得活動の様式が変化すれば，

新たな様式における利潤の認識・測定に適した別の会

計規則が必要となる場合もある。

最近では1980年代ころから会計規則が大きく変化し

ている。以前には取得原価を前提に「収益費用アプ

ローチ」が基本だったが，その後，公正価値を前提にし

た「資産負債アプローチ」が強まりつつある。収益費用

アプローチは，当期に実現した収益から，収益に対応

する費用を差し引いて当期の利潤が計算される。これ

は，大きな固定資本を持つ永続的な企業に適合的で

ある。一方，資産負債アプローチは個々の資産や負債

を公正価値で測定し，それらの異時点間の変動の集計

によって純資産の増加分を求め，これを包括利益とす

る。この包括利益には，未だ実現していない利益が含

まれ，企業を金融資産の束の形で売買するのに適して

いる。そのため，この変化は「産業資本主義」から「金

融資本主義」への変化といわれることも多い。

こうした変化についてマルクス経済学から考えると，

原理論では利潤の認識方法における複数性，段階論

では資本の主要な増殖様式と利潤認識方法の歴史的

変化，という2つの視角が必要になる。

まず，通常の原理論では，資本の一般的定式が G

—W—G'とされるように，価値実現を通じた姿態変換

を経て利潤が認識される。これは収益費用アプローチ

と整合的である。しかし近年では，未販売の商品にも

内在的な価値があることが重視され，保有商品の評価

額の増加による「非姿態変換型」の資本循環の形式

W…Wが主張されることもある。ただし，この評価額

の増加は，現在の時点における想定上の販売に基づく

ので，問題は新たな資本形式ではなく，期間利潤計算

のための実現概念の拡張になろう。そのうえで，こうし

た議論から，原理論における利潤の認識には，売却と

いう価値実現によるフローの利潤と，将来の価値実現

を現在に先取りしたストックの状態にある未実現の利潤，

という2つの認識・測定の方法がある，とわかる。原理

論における複数の方法の可能性は，段階論における

資本主義の変化として発現しうる。

次に段階論については，宇野弘蔵の方法はもともと

19世紀末，自由主義段階から帝国主義段階への変化

を説明するものであり，第 1次大戦以降に関する説明

は，それ以前の時代の説明ほど明確ではない。その後，

宇野の段階論を引き継いで第1次大戦以降を現代資本

主義とし，福祉国家論や，1980年代以降のグローバル

資本主義論などが提唱されてきたが，段階論としての

方法と時期区分についての明確な一致は存在しない。

とくに，資本の利潤の認識・測定という根源的なレベル

での段階論の考察は無いようである。また，「金融資

本主義」への変化という指摘は，宇野の帝国主義段階

論における「金融資本」との関係を問うものとなる。本

稿では新たな段階論の全体像の提唱はできないが，

1980年代以降の変化をクリアにとらえるために宇野の段

階区分を変更し，1980年代以降を「現代資本主義」と

して新たな段階とする。そして，利潤の認識・測定から

みた場合に段階論はどうあるべきか，「金融資本主義」

と「金融資本」との違いは何を意味するのか，を考察し，

段階論の再構成を試みる。

以下，I節で，原理論における資本循環形式と期間

利潤計算を区別し，期間利潤計算の方法が複数ありう

ることを述べる。II節では，会計における未実現利益

の扱いを焦点に，取得原価主義に基づく収益費用アプ

ローチと，公正価値主義に基づく資産負債アプローチ

についての理論的な意味を探る。III節では，利潤の

認識・測定に関する資本主義の段階的変化を概観し，
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原理論における利潤計算の複数性を基にした，新たな

段階論の方向性を示す。

I

原理論：価値増殖と姿態変換

I.1 資本形式と価値増殖

資本形式論は，価値増殖の発生と実現の2つのレベ

ルから考えることができる。

まず発生のレベルについて，マルクスは『資本論』第1

巻で資本の一般的定式としてG—W—G'を挙げるが，

資本総体が増殖できるには，剰余価値を生み出す労

働力という商品の購買が必要であり，産業資本 G

—W…P…W'—G'こそが本当の資本とする。こうして

第 1巻では総資本による，剰余労働の搾取による総剰

余価値の発生が示され，第 3巻 1，2篇の利潤論で総

剰余価値が個別資本に利潤として分配される関係が示

される。

しかし，マルクスは同じく利潤論にあたる第3巻6章2

節「資本の価値増加および価値減少，資本の遊離およ

び拘束」では，姿態変換せずとも外的な事情で，資本

の一部分の価値が増加，あるいは減少する場合を検

討している。具体的には保有原材料の価格騰貴や，

固定資本の「社会的摩滅｣（陳腐化）である。これらは，

剰余価値による価値増殖とは区別され，「価値増加」や

「価値減少」とされる。また，同じく第3巻29章「銀行資

本の構成諸部分」でも，予想収益や利子率の変化によ

る証券の価値変動を，価値増殖とは区別して，価値減

少または価値増加としている（『資本論』第3巻，S. 485-486）。

次に実現のレベルでは，マルクスは往々にして「価値

通りの売買」を想定する。そうすると，生産過程を経た

W'の段階で価値増殖する。しかし，本来，商品の価

値は貨幣による購買という価値尺度機能で量られ，W'

とG'との間には「命がけの飛躍」があるので，未売却

商品W'と販売収益 G'の価値の大きさが同じ，という

保証はない。価値増殖の発生とは区別して，その実現

を通して増殖を認識・測定する方法は，本来のマルクス

の理論にも含まれている。

このようにマルクスでは，宇野の『経済原論』の構成

でいえば，流通論で価値実現による価値測定と資本形

式，生産論で価値増殖の発生，分配論で姿態変換に

よらない資本の価値増加と価値減少が，原理論体系の

異なる場所でそれぞれ説明される。

これに対し，宇野は流通論で，個別資本の価値増

殖の形式として「商人資本形式」「金貸資本形式」「産業

資本形式」の 3つを挙げた。まず，商人資本形式 G

—W—G'は姿態変換するが，個別の商人資本の内部

には価値増殖の根拠がない。次に，金貸資本形式

G…G'は「その資本価値は姿を変えて資本家の手に保

有されるということにはならない。いい換えれば厳密に

はその変態をなすものではない｣（宇野［1950，1952］：77），

つまり自身の内では姿態変換しない資本とされる。最

後に，産業資本は，直接に剰余価値を取得して自身

の内に価値増殖の根拠を持ち，かつ姿態変換を行う。

山口重克は宇野の資本形式を「商品売買資本」「商

品生産資本」「貨幣融通資本」の 3つに変えた。まず，

商品売買資本は，価値増殖の本源的形式であり，時

間と空間における市場の多数性と，取引主体の情報と

予測の異質性から生じる価格の差を利用し，安く買っ

て高く売る形式である。この形式では，時間と空間，

主体の違いによって価格は異なるのだから，実際に売

却できなければ価値増殖は認識されない。次に，商品

生産資本は，宇野の産業資本に相当する。最後に，

貨幣融通資本は，【G—債権あるいは証券—G'】とい

う姿態変換で解釈される（山口［1985］：73-75）。このように

山口では，商品売買資本における価値実現の強調と，

貨幣融通資本を姿態変換と解釈することが特徴である。

これに対し，小幡道昭は資本の条件として姿態変換

を強調し，「考えられる形式はすべて『商人資本形式』

に帰着する｣（小幡［2009］：87）とし，金貸資本形式や貨幣

融通資本形式を批判する。たしかにこれらは，貨幣の

一定期間の利用権の販売と代金の受取を続けるだけで，

姿態変換を通じた価値増殖ではないので，独立した資

本形式とはいえない
❖1）
。また，産業資本形式は，原

材料を安く買って，生産過程を経た生産物を高く売るも

のとして，商人資本の延長に置かれる（小幡［2009］：90-91）。

しかし他方で小幡は，未販売の商品も「資産」として

内在的価値
❖2）
を持つ，と強調する。資本は価値増殖

であって貨幣量増加ではないのだから，資本形式 G

—W—G'も文字通り全額が貨幣から始まって貨幣で終

わるとは限らない。資本投下の額も，商品も含めた価

値物の前貸として確定される。そうすると，価値実現せ

ず未販売のままの商品でも，内在的価値が増加すれば，

姿態変換せずに価値増殖する可能性が導かれる。

清水［2015-16］は，姿態変換を条件とする「狭義の資

本循環」に加えて，「広義の資本循環」として非姿態変

換型の価値増殖W…Wを論じる。これはマルクスが利
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潤論で述べた資本の価値増加・減少を，流通論に持ち

込むことでもある。

ただし，このWは，株式や債券といった金融資産

が想定されている。その市場の特徴は「一物一価の法

則が強化された市場，いわゆる組織化された市場｣（清

水［2015-16］（1）: 60）である。通常の物財商品は多数の市

場で分散的に売買されて価格はばらつくので，自己の

保有商品の価値量の測定には，実際にその商品が売

却されて価値実現する必要がある。しかし，取引所の

ように集中的な市場で大量に売買される金融資産の場

合は，同種の商品が市場で統一した価格で価値実現

されており，その時点の価値評価は客観的に表示でき

るので，自己の保有する金融資産は売却せずとも，そ

の価値量および増殖分は測定可能
❖3）
（同）とする。この

議論は，後に I.3.2でさらに検討する。

I.2 資本形式の限界

資本形式G—W（…W'）—G'
❖4）
の図式には示されな

いものがある。

まず，ある一時点での資本の構成は複数の姿態を

含むが，この図式では一時点に 1つしか示されない。

とはいえ，資本の価値増殖を，t期の集計価値量

｛G, P, W'｝と t+1期の集計価値量｛G, P, W'｝の

差額とすると，G—WやW'—G'という姿態変換の連

関や価値増殖の根拠が不明になる。資本の価値量は

一時点での価値物の複数の姿態の合計になるが，資

本の運動は，個々の価値物における購買，生産，販

売の継起的連鎖の集合から構成される。そのため，資

本を構成する個々の価値物は姿態変換の連鎖をなすこ

とを示す，という意味で G—W（…W'）—G'は正当化

される。また生産資本Pは，山口が「価値の切れ目」と

表現したように，それ自体の価値量はとらえられず，流

通過程における資本の活動，つまり以前の購買 G—W，

あるいは将来の販売活動W'—G'によって，はじめて

その価値量が測定できる
❖5）
。

次に示されないものは，姿態変換せず，費消される

価値部分であり，主に流通費用である（山口［1985］：60-

61）。図式化すれば G—W…（消滅）となる。ただこの

部分も，資本循環の本体部分での価値増殖分から差

し引かれる補足的な部分とすれば，増殖の本体部分を

示すという限定で G—W（…W'）—G'は正当化できる。

最後にもう1つ示せないものは固定資本である。流

動資本部分は繰り返し商品資本になり，買い手による

購買という価値尺度を経て価値の大きさが量られるの

に対し，固定資本はその購買に支出された価値の大き

さの一部のみが減価償却分として売却の際に量られる

のみで，固定資本の残りの部分は，姿態変換に基づく

計算から隔離される。

I.3「姿態変換の期間」と「利潤率計算上の期間」

以上の資本形式は，単独の個別資本の循環を対象

とする。しかし，多数の異質な資本の間での競争や比

較のために利潤率を計算するには，個別資本の姿態

変換にとっては外在的な期間が必要になる。

I.3.1 姿態変換を重視した期間利潤計算

山口［1985］での「商品売買資本」の利潤の計算方法

は，「ある期間の売上総額からその期間の商品の仕入

れ総額と諸流通費用とを回収したあとの残りということ

になり，期間利潤率は投下総資本（商品買入資本と売

買活動資本）にたいするこの期間利潤の比率｣（同書：62）

である。商品生産資本と貨幣融通資本もほぼ同じ（同69，

74）である。

小幡［2009］では流通費用の扱いを変えて，売上総額

から仕入れ総額を差し引いた粗利潤と，そこからさらに

流通費用を差し引いた純利潤という区別を加える
❖6）
（同

書：83-85）。

両者とも貨幣による価値尺度を受けるW（W'）—G'

というフローの販売収益が起点になり，この収益から，

G—Wというフローの仕入原価や流通費用が差し引か

れる。具体的な計算は，「利潤率計算上の期間」が「姿

態変換の期間」よりも長いことを前提に，利潤率計算上

の期間内に生じる収益の合計と費用の合計の差額が期

間利潤となる。

しかし，利潤率計算上の期間は資本の姿態変換に

とって外在的なので，必ずしも利潤率計算上の期間の

方が長いとは限らない。利潤率計算上の期間が姿態

変換の期間より短ければ，利潤率計算上の期間に姿

態変換が完了しない。また，利潤率計算上の期間の

方が長くても，利潤率計算上の期間の期末には，貨幣

に姿態変換していない商品資本や固定資本がある。

利潤率計算上の期間の期末に存在する商品資本（在

庫）の評価として小幡［2009］は，亜その商品の相場の価

格，つまり内在的価値，娃仕入価格，阿販売できな

かったものとしてゼロにする，の3つのケースを考察す

る
❖7）
。最終的に，「原理的に重要なのは，粗利潤の

量が商品の価値実現という問題に結びついており，そ

こに予想や期待という要因が介在する余地があるという

点｣（同書：306）と総括する。つまり商品が貨幣へと姿態
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変換する価値実現が利潤量の測定の基本だが，未実

現の価値部分は主観的な要因を含む評価によって測定

され，その結果，未売却商品については利潤量が以

下のように変化する。上記の亜の場合，売却されれば

得られる量の利潤が売却前に未実現のまま認識・測定

される。娃では当期の利潤が無い。阿では在庫の仕

入れ額が損失として認識される。ここで，小幡の説明

を発展させて，亜の派生形亜 'として，その商品の相

場の価格が上昇した場合に，未実現の価値増加部分

を利潤として認識すれば，姿態変換しない価値増殖が

導かれる。

ただし，この利潤率計算上の期間は，資本の姿態

変換とは外在的に設定されていることが想起されなけ

ればならない。当期末に売却という姿態変換をしな

かった在庫は，次期以降に何らかの価格で売却される

か，あるいは廃棄処分される。当期末の在庫商品の

評価額は次期以降の販売における売上原価としての費

用になるため，当期末に在庫評価額を取得原価よりも

切下げて損失を認識すれば，将来，売却した期に，

評価を切下げない場合に比べて，その切下げ分だけ利

潤を底上げする。逆に当期末に取得原価よりも高く評

価して未実現の利潤を認識すれば，将来，売却した期

には，評価を高くしない場合に比べて，その額だけ利

潤が少なくなる。つまり将来に実現される利潤が当期に

先取りされたことになる。この場合，将来の実現が予

想される未実現利潤は，在庫商品というストックに包含

された状態で測定され，その未実現の利潤は，後に貨

幣へと姿態変換する。しかし，すでに評価益として未

実現部分が利潤として認識されていた場合，それが売

却されて貨幣になっても二重に利潤認識はされない。

すでに認識されていた未実現利潤は，将来の売却時

には費用の一部として処理される。

このような，在庫商品の評価という測定方法の違い

による当期利潤の増減は，当期以降に実現する利潤の

総量を，当期と将来の期へと配分する仕方を変えるも

のにすぎない。しかし，フローとして実現した利潤と，

ストックとしての未実現の利潤は，利潤の質が異なる。

フローとして実現した利潤の量は変動しない。一方，ス

トックとしての未実現の利潤は，将来の予想や期待に

よって，その量は変動する。

2つの利潤の比率は，姿態変換の期間よりも利潤率

計算上の期間を大きくとれば，フローとしての実現利潤

の比率が高まり，逆に利潤率計算上の期間を細かく分

割すれば，ストックとしての未実現の利潤の比率が高ま

る傾向が生じる。

I.3.2 非姿態変換型の価値増殖の検討

非姿態変換型の資本形式は，当然ながら姿態変換

を超越する。清水［2015-2016］では，従来の姿態変換に

基づく「狭義の資本循環概念」に対し，「広義の資本循

環概念」が提唱される。「資本の運動の本質が単一の

姿態の着脱にあるのではなく，複雑な資産構成の組み

換えにある｣（同（2）: 31），「狭義の資本循環概念が，資

本循環とは貨幣資本・生産資本・商品資本それぞれの

姿態変換の総和のことであるという従来通りの見方であ

るとすれば，広義の資本循環概念とは，資本循環とは

いわば資産構成の組み替えのこと，あるいは資産運用

をつうじた資産保全・管理のことであり，姿態変換とは

あくまで別次元の事象｣（同（2）: 32）とされる。

続いて，資産の評価方法について原価主義と時価

主義があることを踏まえ，資本の価値の増殖率の測り

方も1つではなく，損益計算書で一定期間の貨幣への

姿態変換を集計する方法と，一時点におけるストック全

体を示す貸借対照表による方法がある，とする（同（2）:

46）。後者は，異時点間の純資産の差額を増殖分とす

る，広義の資本循環概念となる。

以上のような非姿態変換型の資本形式を検討すると，

第 1に，そもそも「資本循環」とは，たとえば「いつも同

じ継起的な諸局面を通過するこの循環は，資本の流通

形式を形成する｣（『資本論』第1巻，S. 589）というように使わ

れるのが自然で，「複雑な資産構成の組み換え」を「広

義の資本循環概念」とするのは「広義」という修飾語で

事実上，被修飾語である「資本循環」を否定することに

なろう。

第2に，複雑な資産構成といえども，個々の価値物

は貨幣による売買がある。売買されるものが金融資産

であれば発行した資本の元で姿態変換が生じている。

もし姿態変換が起きていないとすれば，姿態変換によ

る資本循環が完了しないうちに，利潤計算を行う期間

の期末となり，資産価値の評価を行う必要が生じるた

めである。利潤計算上の期間にとらわれずに，姿態変

換しない資本形式を想定すれば，永遠に貨幣に変換し

ない商品Wとなるが，そういうものは資本としては考え

られていないだろう。

たしかに，資産評価の変動によって資本の保有する

価値総額が変動するのは重要な観点である。しかし問

題は，資本形式の種類ではなく，資本循環にとっては

外在的な利潤率計算上の期間の設定で生じる，フロー

としての実現利潤と，ストックとしての未実現利潤の違
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いである。

最後に，取得原価主義を損益計算書に，一時点の

ストック評価を貸借対照表に，それぞれ対応させるのは

正確ではない。貸借対照表には取得原価主義に基づく

「動的」貸借対照表と，一時点の資産評価によって作

成される「静的」貸借対照表の2つがあり，前者が収益

費用アプローチ，後者が資産負債アプローチに適合的

である。また，損益計算書による利益計算も，それぞ

れのアプローチで意味が異なる。次節ではその意味を

検討する。

II

収益費用アプローチと
資産負債アプローチ
収益費用アプローチは，原理論における山口らの伝

統的な方法と整合的で，資産負債アプローチは小幡の

内在的価値や清水の「非姿態変換型」の考え方と整合

的である。この節では，2つのアプローチの論理構造

について原理論を踏まえて検討する。

II.1 伝統的な収益費用アプローチ

資本の姿態変換運動 G—W（…W'）—G'について，

資本の全生涯を通じれば，貨幣の流出・流入と，費

用・収益とは，「一致の原則」として完全

に対応する。

しかし，継続企業の存続期間の一部

を利潤率計算上の期間として切り取れば，

両者の食い違いとして表 1のように未解

消項目が生じる。

この未解消項目を取得原価のままで

記録すれば，この部分の価値変動は期

間利益計算から隔離される。一方，未

解消項目を再評価すれば，この部分の

価値変動が生じ，未実現の利益（あるい

は損失）が計算される。前者が取得原価

主義に基づく収益費用アプローチ，後者

が公正価値主義に基づく資産負債アプ

ローチとなる。両者のアプローチの違い

は一般的に表 2のようにいわれることが

多い。

表 2 哀愛挨行が示すように，収益費

用アプローチはすでに実現した収益を基

にした期間利潤が中心だが，資産負債

アプローチでは将来の予想を基にした未実現部分を含

む包括利益が中心になる。

II.1.1 収益における実現主義と費用における発生主義

収益費用アプローチでは，当期に実現した収益から，

当期に発生したとみなされる費用を差し引いた額が期

間利益となるが，実現と発生という非対称性がある。

収益における実現主義は，商品の引渡に対して貨幣，

あるいはそれに相当しうる信用手段の受取によって収益

と認識する。費用における発生主義は，商品の仕入れ

原価だけでなく，固定資本の減価償却費や各種の引

当金なども，実現収益への対応を基準にして，各期に

配分し費用として認識する。

収益への実現主義の適用は，発生主義への制限と

なる。もし収益を発生主義で扱えば，商品は生産され

た段階で収益として認識されるが，そうした方法は採用

されない。売却で価値が実現し，価値量が不可逆的

に確定して，初めて収益として認識・測定される。この

アプローチの目的は，必ずしも価値の変化についての

中立的な真実の姿を示すことが目的ではなく，企業財

務の健全性のために利益を少なめに見積ろうとする傾

向のためである。その傾向は，資本を維持しながら分

配可能利益を計算するという必要から生じる。「“保守

主義の要請”と“真実な財務報告”とは，本来，相互に

矛盾し背反し合う性質のものである｣（飯野［1993］：2-33）と

［論文］現代資本主義における利潤の認識と測定 057

表1 未解消項目としての動的貸借対照表の構造
前給付（資産的要因） 後給付（負債的要因）
支出・未費用（商品，固定資本など） 費用・未支出（買掛金，未払費用，引当金など）

収益・未収入（売掛金，未収収益など） 収入・未収益（前受金，前受収益など）

支出・未収入（貸付金など） 収入・未支出（借入金，資本金など）

貨幣（現金，預金など）

武田［2008］274頁，一部改変。

表2 2つのアプローチの対立軸
収益費用アプローチ 資産負債アプローチ

①焦点を当てる資源 フロー ストック

②貸借対照表観 動態論 静態論

③資産評価基準 取得原価主義 公正価値主義

④収入・支出の視点 過去の収入・支出 将来の収入・支出の割引現在価値

⑤損益認識基準 実現基準 公正価値評価

⑥業績指標 当期純利益 包括利益

⑦企業の前提 継続企業 清算企業（あるいは企業そのもの売買）

⑧会計の基本思考 適正な期間損益計算 財務実態とリスクの開示

⑨財務情報の質的特性 信頼性 忠実な表現

⑩会計の本質・中心概念 配分 評価

⑪会計思考の経済的背景 産業資本主義 金融資本主義

辻山［2013］166頁，岩崎［2016］113頁から抜粋，一部改変。



もいわれる。ただし，表 2 姶逢葵行のように，目的が

変われば表 2愛行のように実現主義は絶対ではなくなる。

原理論では，資本の生産過程を経た商品資本は価

値増殖分を含むW'として示されるので，発生主義の

ようにみえる。しかし，山口の利潤計算のように，実現

した収益のみが計算に含まれ，収益費用アプローチに

適合的である。発生ではなく，実現で利潤を認識・測

定するのは，分散的に売買される通常の市場では，他

の売り手に対抗して自己の商品を売るために，時には，

通常の価格よりも販売価格を大幅に値引きすることがあ

り，価格が下方に分散する
❖8）
。その場合，実現する

価値の大きさは，生産過程で発生した価値量よりも大

きく下がるからである。

II.1.2 収益費用アプローチにおける「資産」の意味

このアプローチでは，当期の支出のうち，当期に費

用化されない額は，取得原価で測定される「資産」とし

て貸借対照表に記載され，次期以降，収益への対応

に応じて費用となり，貸借対照表から差し引かれ，損

益計算表の費用の項目に移動する。これは動態論によ

る動的貸借対照表であり，利益計算では収益費用アプ

ローチとなる。一方，静態論による静的貸借対照表で

は，その時点での保有資産の市場価格の評価額が記

載され，利益計算における資産負債アプローチと整合

的になる
❖9）
。

｢資産」を動態論のように扱うと，利潤率計算上の期

間をまたいで存在する固定資本などが期間損益計算に

与える影響を制御できる。こうした計算上の項目として

「資産」の処理は，その資産の市場価格の変動を反映

しないため，資産価値の変動が含み益・含み損として

隠されたり，繰延資産など実体のない資産が計上され

たりして，期間利益の恣意的な配分をもたらす，と批

判されることがある。こうした問題に対し，一部の資産

について実現概念を拡張する方法（II.1.3）と，多くの資

産を公正価値の観点から再評価する資産負債アプロー

チ（II.2）がある。

II.1.3 収益の「実現」概念の拡張

実現主義が採用される理由は，流通過程の不確定

性に加え，分散的に売買される市場では，売却された

価格が下方へばらつくからである。しかし，散発的に

生じるこうした下方への価格引き下げ圧力がなければ，

未実現でも実現と同様の効果を持つ場合がある。たと

えば，金融資産のように，取引所のような集中的な市

場で大量に売買されているため，その時点の市場価格

での売却が確実な場合である。この場合，保有有価

証券は，かつては取得原価で固定され，その価格変

動は含み益として利益には明示されなかったが，現在

では，売買目的の保有有価証券は時価表示となり，

価格変動は，未実現でも当期純利益に認識される。こ

こでは「実現」概念が「投資のリスクからの解放」として拡

張されている（企業会計基準委員会［2006］3章 para. 13, 23，4章

para. 56-58など）。

他にも，完成品の引渡しまでの期間が長いが，将来

の支払いは確実な受注生産では，工事進行を基準に

収益が認識される。また，政府や他企業による買取保

証のある場合や，金銀など，その時点での価格で売却

が確実と見込まれる商品では，生産を基準に収益が認

識される場合もある。

これらの場合，流通過程の不確定性や価格の下方

への分散が抑制されるため，実現主義が拡張されうる。

しかし，それ以外でも，未実現の利益を認識・測定す

るのが資産負債アプローチである。

II.2 最近の資産負債アプローチ

資産負債アプローチの理念では，資産と負債の公正

価値の評価を基に，資産から負債を差し引いて純資産

を求め，その2時点間の増加分が包括利益となる。そ

の際，公正価値は個々の資産と負債について，それぞ

れ計算される。このアプローチで重視される利益は包

括利益であり，伝統的アプローチによる当期純利益と

は以下の関係になる。

包括利益＝当期純利益＋その他包括利益

その他包括利益（Other Comprehensive Income：以下OCIと略

記）とは，姿態変換していない未実現の価値増加分で

ある。以下，このアプローチにおける「資産」とOCIの

特徴を検討する
❖10）
。

まず資産の測定の基準となる公正価値は，「測定日

における市場参加者の秩序だった取引において，資産

の売却により受領する，または負債の移転により支払う

価格｣（IFRS 13号）と定義される。そうした取引の行われ

る市場があれば，時価が公正価値となる。しかし，そ

のような市場がない場合は，金利などの市場の情報や，

当該資産の予測収益などから測定される。固定資本の

ように市場そのものが想定しづらいものは「再評価モデ

ル」として，その資産による将来の予測収益の現在割引

価値として定期的に測定され，その差額は当期費用

（価値増加の場合は再評価剰余金としてOCI）となる。

しかしその評価は難しく，現実の IFRS（国際会計基準）で

は，原価モデルによる減価償却との選択になっている。
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そのため，固定資本の減価償却は，取得原価主義の

「最後の砦｣（石川［2004］：71）ともいわれる。

また公正価値を徹底すれば，自己創設の無形資産

や，のれんも資産として完全に認識・測定されるべき，

となろうが，評価の恣意性が高まりすぎるため，通常は

完全には行われていない。

次のOCIに含まれるのは，現在の IFRSによれば，

再評価モデルを用いた場合の有形固定資産の公正価

値上昇分，年金などの確定給付制度の数理計算上の

差異，在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる

為替差額，売買目的ではない資本性の金融資産（有

価証券）の公正価値の変化，金融負債における自己の

信用リスクに伴う変動などである。

OCIを含む包括利益と当期純利益との関係を考える

と，その特徴は第 1に，未実現の価値増加分である

OCIは，将来にわたって実現する価値の合計を現在に

表示したもの，ということである。たとえば，未実現の

OCIを含む資産を売却し，実現利益になった場合を考

える。前期末に有価証券が未実現のまま，前期首と比

べた評価益がOCIに認識されたとする。続いて当期に

その証券を売却して価値実現した場合，前期首から価

値増加分も含めて当期純利益に認識すると，利益が二

重認識になる。それを回避するためにその証券の売却

による当期純利益と同額を，当期の包括利益でマイナ

ス分として記録する「リサイクリング（組替調整）」が必要

になる。このようにリサイクリングされれば，各期のOCI

は将来，次々と当期純利益に置き換えられていき，包

括利益と当期純利益との違いは，当期や将来のどの期

に利益として認識するかというタイミングだけの問題
❖11）

になる（a山［2018］：17-18）。つまり包括利益とは，当期と

将来に得られる利益を当期にまとめて示しているだけに

なる。包括利益が報告者の予測としての参考情報で，

最終的に当期純利益として確定していくならば，リサイ

クリングを前提にして，価値実現を重視する収益費用

アプローチと整合性を保つことができる。

しかし，資産負債アプローチを徹底する立場からは，

リサイクリングの禁止や当期純利益の廃止，包括利益

への一本化が要求される（a山［2012］：251など）。その理由

は，売却に困難がない有価証券の価値増加による利

益は，売却前に包括利益としてすでに認識されている

のに，その後の売却の時点で再度利益を認識するのは

おかしい。つまり，売却時の収益認識を認めると，売

却時期を経営者が決めて利益を恣意的に期間配分で

きるので，利益の正しい認識をゆがめる，ということで

ある。実際，この資産負債アプローチの完全実行は，

FASB（米国財務会計基準審議会）や，IFRSを取りまとめる

IASB（国際会計基準審議会）によって推進されてきた。

包括利益と当期純利益の関係の第 2の特徴は，当

期純利益は将来の予測の材料だが，包括利益は予測

の表示となり，性質が異なることである。当期純利益

は，事業活動の結果として確定した利益を表し，それ

を読む人が将来の予測の材料に用いることができる。

しかし包括利益は，将来の予測を含んで計算された資

産と負債から導出され，それを読む人は財務報告者の

予測を受け止めることになる
❖12）
。

2つの利益の違いは，まず当期純利益は，過去にす

でに生じた不可逆的な売買を基準に認識・測定される

ため，過去の利益は変更されない。一方，包括利益

は，それ自身の計算材料に将来の利益の予測が含ま

れているので，予測が変われば過去に認識された包括

利益が後に逆方向の包括利益の認識で相殺されるなど

して変動が大きくなる。さらに包括利益計算の根拠とな

る公正価値は，市場や期待の変化によって頻繁に変動

するため，利潤率計算の期間は，たとえば 1年から四

半期へと，短くなる必要が生じ，その変動はさらに頻繁

になろう。

II.3 利潤の認識と測定における複数性

原理論での山口の利潤計算の方法は，資本循環の

期間と利潤率計算上の期間を同一し，フローの実現利

潤のみを考慮するもので，収益費用アプローチと整合

的である。清水の「非姿態変換型」の利潤概念は，集

中的な取引市場がある金融資産に限って，資産価値

の変動による利潤を認識しようとするものであり，実現

概念の拡張に相当する。ただし，特定の金融資産に

限っている点で，包括利益とまではいえない。しかし，

I.3.1で論じたように小幡［2009］の在庫商品の例では，

特定の金融資産以外の商品に対しても，内在的価値

で評価する可能性も含まれており，この方法を徹底さ

せるとストックとしての未実現利潤を含む包括利益とな

る。

包括利益は価値実現というアンカーを失い，変動が

大きく頻繁になるが，それは包括利益の難点というより

も，資本の将来の利潤そのものが不確実性であること

を忠実に反映している。包括利益の目的は表 2 哀葵行

のように，現時点における将来の予想を忠実に表現す

ることである。逆に，当期純利益は将来の予想を示す

ことを直接の目的とはしていない。2つの利益はその質
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と目的が異なり，両者の変動を単純に比較することは

できない
❖13）
。

利潤の認識・測定の複数の方法のうち，どちらが主

要になるかは，資本の価値増殖の様式の歴史的変化

によって影響を受ける。次節でみるように，とくに固定

資本と金融資産の評価が重要になる。

III

段階論からの検討

利潤の測定・認識における1980年代ころからの変化

は，段階論での変化としてとらえるべきだが，宇野の

段階論は，もともと19世紀末からの変化に焦点を置き，

第 1次大戦で終わる。宇野後の段階論の議論では，

第1次大戦後以降の，経済過程への政府による介入の

強まりが重視され，とくに福祉国家化が強調された。し

かしその後，新自由主義の勃興で，新たな段階論の

模索が行われている。たとえば，馬場宏二は，第1次

大戦までの宇野の段階論をイギリス中心史観としたうえ

で，19世紀末からはアメリカ中心史観として，「古典的

帝国主義段階」，第 1次大戦後の「大衆資本主義段

階」，1980年代からの「グローバル資本主義段階」に区

分した。また，加藤榮一の新たな段階区分では，まず

19世紀の古典的自由主義の時代がある。次に，固定

資本の巨大化と福祉国家を特徴とする組織化の時代が

19世紀末から萌芽的に始まり2つの大戦で確立する。

その後 1980年代ころから福祉国家解体と新自由主義

の時代が始まる，と3つの段階に再編される。他の論

者も含めて段階区分には諸説あるが，1980年代からの

福祉国家の変質，グローバル化，金融市場の役割の

増加が共通の理解といえる
❖14）
。こうした議論に，利

潤の認識・測定の観点を対応させれば，19世紀末から

の固定資本が巨大化した組織化の時代には収益費用

アプローチ，1980年代以降，資産の束としての企業売

買を伴う金融市場が発展した時代には資産負債アプ

ローチ，という対応が適切となろう。

ところで，近年では，原理論研究からも段階論の方

法が提案されている。もともと宇野は 19世紀半ばのイ

ギリスの純粋化傾向を基に，『資本論』を論理的に再構

成し，「純粋資本主義」として原理論を論じた。しかし

山口は，それでは19世紀イギリスの歴史的特殊性が原

理論から排除できないとして，商品経済的利益の最大

化を唯一の行動原則とする経済主体の想定に基づき，

理論的に構成される原理論を提唱した。しかし特定の

歴史的事実に依拠しない場合，原理論には，たとえば

貨幣制度のように，論理展開だけでは一元化せず，複

数の可能性が生じる箇所もある。そこで山口は，原理

論ではそうした箇所は複雑になりすぎないように「ブラッ

クボックス」として伏せて単一の資本主義像が説かれて

いる，と主張した（山口［2006］：38）。このことは逆にブラッ

クボックスの取り扱い次第で，複数の資本主義が現れ

る可能性を示唆する。その後，小幡は，原理論で複数

の可能性のある箇所を「開口部」とし，そこから資本主

義の変容を説く「変容論的アプローチ」を提唱した。

この方法で利潤の認識・測定の変容を考えると，ま

ず，宇野や山口の原理論では，資本循環の期間と利

潤率計算上の期間を同一にすることで，期末の非貨幣

性資産の測定方法の違いによって利潤率計算が複数と

なる可能性をブラックボックスとして伏せて，期間利潤

を示すことが容易になっている。一方，小幡の方法を

期末の在庫評価に当てはめると，取得原価にすればフ

ローによる実現主義の利潤計算になり，市場での相場

の価格にすれば在庫ストックに含まれる未実現分を含む

公正価値主義の利潤計算，という2つの可能性が現れ

る
❖15）
。

原理論における資本主義の複数の型に基づいて段

階論をつくるとすれば，資本主義の発生期から19世紀

までの静態論の時代，19世紀末からの動態論による収

益費用アプローチの時代，1980年代からの公正価値に

よる資産負債アプローチの時代，という3つの段階が考

えられる。その焦点は，固定資本や金融資産が期間

利潤計算に与える影響である。

III.1 前史
❖16）

資本主義的生産様式の確立以前には，資本は G

—W—G'という商人資本の形で存在したが，資本とし

て確立するには，投下資本とその増殖分の利潤を計算

できる計算構造が必要である。

13世紀ころの複式簿記の誕生期のヴェネツィアでは，

個別の商品種の売却ごとや航海終了ごとに清算し，そ

の損益を計算する口別損益計算があった。この方法は，

価値の個別的な姿態変換に対応するが，すでに I.2で

述べたように，資本としての価値増殖の計算には限界

がある。1つは，個別の商品の姿態変換に割り当てら

れない流通費用が計算に含まれない（渡�［2014］：24）から

で，もう1つは，取扱商品が多数で，姿態変換のタイ

ミングが異なる場合，全体としての損益が計算不能だ
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からである。ただし，家業として継続される個人資本

家では，外部への利潤の配当や出資額の払戻は想定

されず，正確な資本の利益計算は不要だった。

その後，口別損益計算に代わり，ヴェネツィアでは

14世紀，フィレンツェではすでに13世紀から，多数の

商品を束ねる総括損益計算が用いられる。

親族以外の多数の出資で結合資本が形成されるよう

になると，利潤の分配と出資の清算のための利益計算

が必要になる。14世紀ころには，出資者の必要に応じ

て不定期に利益計算が行われ，16世紀前半には定期

的になったといわれる。

III.2 産業革命以降の19世紀の自由主義期

この時代を典型的に代表するイギリスでは，17世紀

に起きたブルジョア革命で，中世以来のギルドや前期

重商主義の王権などによる独占を排除する「営業の自

由」としての自由主義が強まり，続いて19世紀初頭か

らは自由放任主義の時代となる
❖17）
。

利益計算では，期首と期末に固定資本も含めて資

産の時価評価を行い，その差額から利益を計算する静

態論が 17-18世紀から普及していた（渡�［2016］：70-75）。

規模の小さい個人資本家が多く，倒産リスクも高く，さ

らに個人資本家では引退する場合もあるため，債務に

対する支払能力として，財産の時価評価額を表示する

ことが重要だった。ただし，時価に基づく静態論だと，

他の用途として転売しづらい固定資本は導入後，急速

に減価し，減価分は費用として償却される。そうすると

その期間は，利潤が大きく減少し，株式会社であれば

配当が不可能になる（Richard［2015］：14）。

しかし産業革命以降，固定資本は，後の時代に比

べれば小さいとはいえ，大きくなっており，減価償却を

伴う動態論に移行すると考えるのが自然である。ところ

が，先駆的には減価償却を行う企業もあったが，広く

普及して制度化されるのは，産業革命から大きく遅れ

たといわれる（大河内［1978］：221）。減価償却が制度的に

確立する20世紀初頭までの間，固定資本の計算処理

の特徴は，第1に固定資本の存在そのものを期間利潤

計算から隔離する仕組みであり，第2に自由放任主義

の下で，規則的な減価償却は制度化されず，資本の

私的な裁量にまかされ，時価評価も用いられたことで

ある。

第 1の固定資本の計算隔離をこの時代のイギリスで

可能にしたのは，鉄道以外の一般産業においては固

定資本の賃貸借，鉄道業においては「複会計制度」と

「取替法」である。

固定資本の賃貸借が多く行われた理由は，とくに建

物のような固定資本が土地所有者の土地貸出の付属

物となる場合があったこと，また，産業資本家は資本

移動の可能性を確保するために固定資本を所有しない

傾向があったことである。さらに長期信用の代替として，

固定資本の賃貸借や売買も行われた。つまり産業資本

家は長期資金が遊休すると賃借りしていた固定資本を

買い取り，再び不足すると売却して賃借りする，という

関係があった（大河内［1978］：200）。これは原理論のように，

長期資金の過不足について，有価証券を通じて長期

遊休資金を相互に融通する産業資本間の関係とも解釈

できる
❖18）
が，実際には土地所有者が貸主になること

が多く，資本にとって厄介な固定資本の扱いを，土地

所有と同様に，外部に押し出す仕組みと解釈できる。

固定資本設備の賃貸借では，【土地価格×利子率

＝地代】の関係と同じく，【固定資本設備の評価額×

利子率＝賃料】と計算された。そうであれば，固定資

本の評価は動態論のような計算上の項目ではなく，静

態論の時価評価でなければならない。固定資本を賃借

りする産業資本では，この賃料は，純粋な利子と，減

価償却に相当する固定資本摩耗補塡額が混然一体と

なった「固定資本の利子」
❖19）
として産業資本家の原価

計算に算入されたが，固定資本そのものの計算は不要

だった。

一方，鉄道業では他の産業よりも画然と大きな固定

資本を必要とし，株式会社として配当や財務報告の責

任もあった。減価償却は産業革命期から一部には取り

入れられていたが，全面的には普及せず，固定資本

の計算処理には一般的に「取替法」や「複会計制度」が

採用された。取替法は固定資本の部分的な取替のた

めの支出額を，流動資本のように当期費用として期間

利益計算に含める。複会計制度では，株式や債券発

行による収入と固定資本取得のための支出が，資本勘

定として隔離される。固定資本の修繕や更新の支出は，

その他の営業上の支出・収入とともに別の収益勘定で

行い，こちらの収益勘定で期間損益と配当可能額が計

算される。2つの方法ではともに，固定資本は減価せ

ず永久にその価値が維持されると想定され，期間利潤

計算から隔離された。

第 2の減価償却の裁量性については，配当可能利

益を調整するために，規則的な減価償却ではなく，裁

量的に操作可能な時価評価損（場合によっては評価

益）による方法も用いられた。
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こうして19世紀の自由放任主義では，固定資本の

相対的な小ささや，計算隔離によって，それ以前から

の静態論が可能だった。固定資本の巨大化に適した

動態論による収益費用アプローチの普及には，恣意的

な裁量を制限する公的な介入が必要だった。

III.3 19世紀末からの資本主義の組織化

宇野の段階論が強調するように，19世紀末の固定

資本の巨大化は，大きな変化をもたらした。巨大資本

は倒産リスクの低い継続企業となり，資産の時価評価

は困難かつ無意味にもなった。また，巨大な固定資本

の導入のために広く資本結合する株式会社では，外部

への配当可能利益の期間計算が重要になる。とくに固

定資本が巨大化すると，以前の静態論では大きな初期

経費で創業後しばらく配当不能になるが，動態論では

そうした経費を資産計上して配当可能額を確保できる

ので，創業時から広範囲に株式を売却するのに有利

だった（Richard［2015］：18-20）。

しかし，私的な裁量に任された自由放任主義のもと

では，減価償却が制度化されるには至らなかった。た

とえば 1920年代のアメリカでは，資産の時価による評

価益で配当可能額の捻出が広く行われ，株式バブルと，

その崩壊後の時価の下落によって，大恐慌の影響を増

幅させた。その後，1930年代から投資者保護のため

の会計制度が公的に規定されるとともに，戦争で拡大

する政府との軍需取引における各企業の利益計算の統

一の必要もあり，1930-40年代に収益費用アプローチ

に基づく会計基準が急速に整備された（山本［2008］：76,

80）。

取得原価主義と収益の実現主義は，過去に貨幣に

よる価値尺度を経た客観的な測定であり，評価といっ

た恣意性が排除されるので，公的な制度になじみやす

い。また，巨大な固定資本の減価償却は，恣意的な

費用配分の温床なので，公的な共通規定によって減価

償却の裁量性を制限する必要もあった。

こうして，19世紀末の固定資本の巨大化で求められ

ていた収益費用アプローチは，1930年代以降の公的な

介入で制度化され，確立した。

III.4 1980年代からの現代資本主義

III.4.1 変化の概観

1980年代ころから，企業の分割・再編のためのM&A

や政府関連機関の民営化が活発になっていった。これ

は，従来の指揮命令系統による組織内の結合を市場

での売買関係に変え，市場化を拡大するものであり，

新自由主義としての現代資本主義の重要な特徴となる。

企業の売買のためには，多数の有形・無形のものを

資産として個別に公正価値で評価することが必要にな

る。公正価値は，集中的に大量に取引される金融資

産の市場価格として示されるときが最も確実となる。し

かし，そうした市場がない場合，利子率など市場で示

される客観的な要素（インプット）と，将来の予想収益な

ど市場で示されない主観的な要素の合成で計算され

る
❖20）
。このように，将来の利益を反映する現在の資

産価値は，ストックとして存在する未実現の利益を含む。

19世紀の時価評価では資産の実際の売却が想定され

たが，現代の公正価値では，金融市場の発達を前提

に，現物が売買されないものに対しても公正価値に

よって評価されることが特徴である。

こうした時代を背景に，1970年代から徐々に資産負

債アプローチや包括利益の概念が使われ始め，2000

年ころにはアメリカの会計に重要な概念として定着し，

国際的にも広がっていった。

伝統的な収益費用アプローチは，現実の会計慣行に

基づいて帰納的に体系化されたが，FASBや IASBは公

正価値と資産負債アプローチの理念から「概念フレーム

ワーク」という原則をたて，そこから演繹的に個々の会

計基準の項目を制定する。こうした理念先行は，資本

主義の変化をイデオロギーとして示すものである。

III.4.2 金融資産をめぐって

資産の中でも金融資産は公正価値に最も適しており，

IASBは全面的な公正価値モデルを提唱してきた（a山

［2012］）。しかし，実務的には，保有目的による測定方

法の区別が必要，という強い異論があり，公正価値の

全面適用にはならず（a山［2016］），現在の IFRSでは保

有目的に応じて，以下のように区別される。まず，債

権及び満期保有目的債券は，基本的に取得原価とな

る。次に売買目的有価証券は時価で測定され，評価

損益は当期純利益に計上される。さらに子会社・関連

会社など，本体事業に不可分の株式は，公正価値あ

るいは取得原価，最後に上記以外の目的（日本の株式

持ち合いなど）の売却可能金融資産は基本的に公正価

値で測定され，評価差額はOCIあるいは当期純利益

に計上される
❖21）
。

つまり，売買されない金融資産は取得原価によって

価値変動から隔離され，集中的な市場のある売却目

的の金融資産には実現概念が拡張される。ここまでは，

収益費用アプローチの範囲ともいえる。しかし，他の資
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本への支配のための金融資産も公正価値で測定され，

その期間変動額が利益となることが，資産負債アプ

ローチの特徴である。これは，近年の特徴とされる「金

融資本主義」と，宇野の段階論の「金融資本」との違い

を示すとともに，段階論の再構成の手掛かりとなる。

III.4.3 「金融資本」の再検討

宇野が金融資本の典型としたのは19世紀末から20

世紀初頭のドイツで，株式や貸付債権といった金融資

産を媒介にした，産業資本と銀行資本との密接な組織

化である。また，大産業資本による株式保有を通じた

子会社の支配というコンツェルン型の組織もある。その

際，金融資産は，他の資本が市場で自由に行動する

ことを抑制して，指揮命令系統で他の資本を組織化す

る手段である。組織化が目的であれば，そのための金

融資産の売買は限定され，その評価も公正価値ではな

い。また，利益は産業から生じるため，利益計算は収

益費用アプローチとなる。第 2次大戦後，巨大産業資

本は自己金融化し，銀行との関係が薄れることも多

かったが，株式保有を通じた企業集団としての組織化

は続いた。金融資産を媒介に産業を組織化するという

意味で，資本主義の組織化であり，同時に「産業資本

主義」といえる。

ところが，現在の「金融資本主義」における金融資産

は，市場での売買を想定した公正価値で評価される。

公正価値の理念では，理想とされる秩序だった取引市

場条件が存在しないものも含めて多くの金融資産が公

正価値で評価され，さらに金融資産だけでなく，固定

資本も含めて企業の保有資産が個々に，市場の情報

や経済主体の予想に依拠して公正価値で評価され，

資産負債アプローチによって包括利益が計算される。

金融資産を通じた他の資本との関係も，公正価値と包

括利益で表現される。これは「金融的な資本主義」とい

える。

つまり，宇野の帝国主段階論の核は，「金融資本の

主義」として，金融資産を用いた産業の組織化であり，

一方，近年の「金融的な資本主義」の特徴は，あらゆ

るものを市場で売買しうる金融資産として，規則的に再

評価することである。こうして19世紀末からの組織化の

時代と，1980年代からの市場化を中心とする新自由主

義を段階区分することが必要になる。

おわりに

本稿 I節では，近年の原理論における資本形式論の

議論から，問題は新たな資本形式ではなく，姿態変換

の期間と利潤率計算上の期間との違いであること，さ

らに利潤計算には，フローでの実現利潤のみか，ストッ

クの状態にある未実現の利潤も含めるか，という複数

の型がありうる，と説いた。

II節では，収益費用アプローチと資産負債アプロー

チの2つを検討し，収益費用アプローチでは過去に実

現した利潤としての当期純利益，資産負債アプローチ

では将来に実現が予想される未実現部分を含む包括

利益が中心となることを考察した。包括利益は大きく変

動しうるが，そもそも予想を含むという意味で，当期純

利益とは利益の質が異なる。原理論と段階論にとって

重要なことは，2つの利益の違いが意味する資本主義

の複数の型とその変化である。

III節では，固定資本と金融資産を軸に，19世紀ま

での静態論を基礎とする古典的自由主義の時代，19

世紀末からの動態論・収益費用アプローチを基礎とする

組織化の時代，1980年代からの公正価値による資産

負債アプローチを基礎とする新自由主義としての現代

資本主義，と段階区分を再構成した。資本の利潤の

認識・測定の方法の違いは，資本の活動の様式の違

いを示す重要な指標となる。

もちろん，段階論は，これまで積み上げられてきたよ

うに経済政策，財政，社会政策などを含めトータルに

解明される必要がある。本稿は，従来の研究には欠け

ていた利潤の認識と測定からの補足を試みた。実証研

究とともに，原理論における資本主義の複数の型を踏

まえた段階論の可能性を，今後とも検討していく意義が

あろう。

注

❖1） 労働者にとっての労働力，土地所有者にとっての土地も，一定

期間の利用権の販売と代金の受取を繰り返す。これらも同様に

姿態変換はせず，資本でもない。また，金融資産は，発行した

他の資本のもとで行われる姿態変換によって形成された利潤の

一部の分配を受ける権利であり，金融資産自身が姿態変換する

わけではない。

❖2） 商品の内在的価値は，個別の商品に別々に存在するのではなく，

大量に存在する同種商品に共通して存在する（小幡［2009］：31）。
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❖3） こうした2つの市場の違いは小幡［2009］：54-55，245でも同様

に説明されている。

❖4） この図式は G—W—G'とG—W…P…W'—G'を一括して示

すものとする。

❖5） 山口［1985］：67。なお，過去の G—Wは取得原価，将来の

W'—G'は公正価値に相当する。

❖6） 損益計算書でいえば，粗利潤は売上総利益，純利潤は営業利

益に近い。

❖7） 小幡［2009］：84「問題59」，306「解説」。

❖8） このように相場の価格から大幅な値引きが突発的・散発的に生じ

ることを価格の下方分散という。小幡［2009］：69参照。

❖9） 近年の原理論では「資産」を「市場の存在を前提に保有される

富｣（小幡［2009］：35）とされることもあるが，その場合は静態論

と適合的になる。

❖10） ｢負債」の公正価値の評価も重要な問題だが，紙幅の都合で資

産と利益に検討を絞る。

❖11） 将来の収益は必要に応じて現在価値に割り引く。

❖12） この問題はa山［2012］：259-261，岩崎［2012］：84などでも論

じられている。

❖13） どちらの利益が有用か，あるいは包括利益と金融危機との関連

について，理論や実証においてさまざまな研究もあるが，詳細

は本稿の範囲を超える。

❖14） 実証分析や原理論からの段階論の研究状況の詳細は岩田

［2019］で論じた。

❖15） ただし小幡［2009］では利潤計算の複数性は開口部にはされて

いない。

❖16） 前史では主に渡�［2014］［2016］を参照した。

❖17） 二つの自由主義については岩田［2019］参照。

❖18） 小幡［2009］：244-245など。

❖19）『資本論』では，補塡額と利子を区別して次にように説明される。

「資本主義的生産において産業資本家が，剰余価値の一部に

固定資本の摩耗分を加えたものを，彼の固定資本の利子および

補塡分として計算する……これはまた，固定資本（家屋，機械

など）を賃貸しする資本家たちの場合にも通例のことである｣（第2

巻，S. 475）

❖20） IFRS 13「公正価値のヒエラルキー」参照。

❖21） IFRS 9，IAS 39，IAS 27による。ただし，こうした区分は変更

される可能性もある。
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